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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第85期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第86期 
第１四半期連結
累計(会計)期間

第85期

会計期間

自　平成21年
　　4月1日
至　平成21年
　　6月30日

自　平成22年 
　　4月1日 
至　平成22年 
　　6月30日

自　平成21年
　　4月1日
至　平成22年
　　3月31日

売上高 (百万円) 26,167 19,805 119,883

経常利益 (百万円) 1,493 356 6,122

四半期(当期)純利益 (百万円) 723 196 3,157

純資産額 (百万円) 27,424 29,384 29,795

総資産額 (百万円) 74,044 68,755 78,027

１株当たり純資産額 (円) 741.02 795.63 805.47

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 20.32 5.53 88.71

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 35.6 41.2 36.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,709 3,527 873

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △55 73 △408

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △537 △536 △2,699

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 9,512 12,677 9,581

従業員数 (名) 2,793 2,695 2,667

(注) 1 売上高には、消費税等は含まれていない。

2 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式がないため記載していない。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている　

事業の内容に重要な変更はない。

　また、主要な関係会社についても異動はない。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年６月30日現在

従業員数(名)
2,695

(442)

(注)従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載してい

る。なお、臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いている。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年６月30日現在

従業員数(名)
1,253

(12)

(注)従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載してい

る。なお、臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いている。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結企業集団が営んでいる事業の大部分を占める設備工事業では生産実績を定義することが困難で

あるため、「生産実績」は記載していない。

(2) 受注実績
　

セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
（自平成22年４月１日
　　至平成22年６月30日）

(百万円)

設備工事業 22,126

電力工事 2,616

一般電気工事 14,478

情報通信工事 3,834

プラント・空調工事 1,197

その他 1,567

合計 23,694

(3) 売上実績
　

セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間 
（自平成22年４月１日 
　　至平成22年６月30日） 

(百万円)

設備工事業 18,237

電力工事 2,820

一般電気工事 11,915

情報通信工事 2,506

プラント・空調工事 995

その他 1,567

合計 19,805

(4) 受注残高
　

セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間 
（自平成22年４月１日 
　　至平成22年６月30日） 

(百万円)

設備工事業 48,646

電力工事 4,440

一般電気工事 37,447

情報通信工事 5,583

プラント・空調工事 1,175

その他 ―

合計 48,646
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なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は次のとおりである。

受注工事高及び施工高の状況

(1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高

　

期別 工事種別
前期繰越
工事高
(百万円)

当期受注
工事高
(百万円)

計
(百万円)

当期完成
工事高
(百万円)

次期繰越工事高

当期施工高
(百万円)手持工事高

(百万円)

手持工事高
のうち
施工高
(％)

手持工事高
のうち
施工高
(百万円)

前第１四半期
累計期間

(自　平成21年
４月１日

至　平成21年
６月30日)

電力工事 9,154 3,940 13,095 3,380 9,714 27 2,668 3,748

一般電気工事 39,260 9,789 49,04911,73137,318 10 3,743 11,422

情報通信工事 3,566 4,428 7,995 3,039 4,955 23 1,126 3,930

プラント・
空調工事

1,341 572 1,914 1,208 705 36 256 1,094

その他 ─ 72 72 72 ─ ― ─ 72

計 53,32318,80272,12619,43252,693 15 7,795 20,267

当第１四半期
累計期間

(自　平成22
４月１日

至　平成22
６月30日)

電力工事 4,643 2,612 7,256 2,816 4,440 17 759 2,793

一般電気工事 29,91711,01740,935 9,310 31,624 3 891 9,532

情報通信工事 4,256 3,791 8,047 2,462 5,584 21 1,153 3,072

プラント・
空調工事

18 129 147 93 54 2 1 94

その他 ─ 87 87 87 ─ ─ ─ 87

計 38,83517,63856,47414,77141,703 7 2,806 15,580

前事業年度
(自　平成21年
     ４月１日
 至　平成22年
      ３月31日)

電力工事 9,154 12,98622,14117,497 4,643 17 782 15,979

一般電気工事 39,26045,32584,58554,66729,917 2 669 51,284

情報通信工事 3,566 20,24223,80819,552 4,256 13 544 19,861

プラント・
空調工事

1,341 813 2,155 2,137 18 1 0 1,766

その他 ─ 314 314 314 ─ ― ─ 314

計 53,32379,682133,00694,17038,835 5 1,997 89,207

(注) １　前期以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更あるものについては、当期受注工事高にその増

減額を含む。従って、当期完成工事高にもかかる増減額が含まれる。

２　次期繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものである。

３　当期施工高は(当期完成工事高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高)に一致する。
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(2) 完成工事高

　

期別 工事種別 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

前第１四半期
会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

電力工事 ─ 3,380 3,380

一般電気工事 1,101 10,629 11,731

情報通信工事 23 3,015 3,039

プラント空調工事 ─ 1,208 1,208

その他 ─ 72 72

計 1,125 18,306 19,432

当第１四半期
会計期間

(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

電力工事 5 2,810 2,816

一般電気工事 1,200 8,109 9,310

情報通信工事 17 2,445 2,462

プラント空調工事 ─ 93 93

その他 ─ 87 87

計 1,224 13,546 14,771

(注)１ 完成工事のうち主なものは、次のとおりである。

前第１四半期会計期間の請負金額３億円以上の主なもの

発注者 工事名称

住友電工テクニカルソリューションズ

㈱
住友電気工業㈱新研究本館(研究棟)新築空調・衛生設備工事

横浜市 横浜市庁舎耐震補強工事

パナソニック㈱
パナソニックプラズマディスプレイＰＤＰ第５工場新築工事に

伴う電気設備工事（１期）

㈱千代田組 東海カーボン㈱防府工場ＧＤ－２黒鉛化炉設備電気設備工事

㈱大林組 ランドポート川越新築電気設備工事

　

当第１四半期会計期間の請負金額３億円以上の主なもの

発注者 工事名称

㈱竹中工務店 高島屋大阪店耐震改修電気設備工事

(独)国立病院機構西埼玉中央病院 (独)国立病院機構西埼玉中央病院病棟等建替整備電気設備工事

国土交通省 国立国会図書館東京本館改修（09）電気設備工事

(学)日本大学
日本大学豊山女子高等学校・中学校キャンパス整備事業に伴う

新１号館新築その他電気設備工事

(学)兵庫医科大学 兵庫医科大学篠山病院整備電気設備工事

　

２ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりである。

　当第１四半期会計期間　　関西電力㈱　　1,523百万円　　10％
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(3) 手持工事高(平成22年６月30日現在)

　

工事種別 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

電力工事 0 4,439 4,440

一般電気工事 4,354 27,270 31,624

情報通信工事 75 5,509 5,584

プラント・空調工事 5 48 54

計 4,435 37,267 41,703

　

(注) 手持工事のうち請負金額10億円以上の主なもの

発注者 工事名称 完成予定

㈱大林組
衆議院新議員会館整備等事業新議員会館建設工事
南棟（第一期）

平成24年12月

鹿島建設㈱ 丸の内１－４計画　内装設備工事　（Ｓ３工事） 平成24年１月

大成建設㈱
東京国際空港（羽田）第２旅客ターミナルビル

増築工事Ⅱ　電気設備工事
平成22年８月

㈱竹中工務店 武田薬品工業㈱　藤沢新研究所電気設備工事 平成23年３月

大成建設㈱
東京国際エアカーゴターミナル新築電気設備工事
（Ａ工区）

平成22年７月

(注)　「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

　
２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約は行われていない。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の概況

当第１四半期連結会計期間における日本経済は、海外経済の改善や政府による経済対策などを背景に

企業収益の改善が進展し、景気は緩やかな回復基調で推移した。建設市場では、公共投資の縮減が続いて

いることに加え、民間企業による設備投資が低水準で推移するなど、依然として厳しい経営環境下に

あった。

　このような状況のもと、当社グループは、受注競争力の強化に取り組むとともに生産性・効率性の向上

を追求し、厳しい事業環境下においても健全な経営が維持できる企業体質の構築並びに経営基盤の強化

に取り組んできた。

　当第１四半期連結会計期間の業績については、受注高は236億94百万円（前年同期比1.9％減）、売上高

は198億５百万円（同24.3％減）となった。利益面では、売上高の減少に加えて、受注・価格競争の一段

の激化により工事採算が悪化し、営業利益は２億11百万円（同85.5％減）、経常利益は３億56百万円

（同76.1％減）とそれぞれ減少した。四半期純利益については、１億96百万円（同72.8％減）となった。

セグメント別では、設備工事業の受注高は221億26百万円、売上高は182億37百万円、セグメント利益は

1億61百万円となり、機器販売を中心とするその他のセグメントでは、受注高及び売上高は15億67百万

円、セグメント利益は48百万円となった。

　

  (2)財政状態の分析

    (資産の部)

当第１四半期連結会計期間末の資産の部は、現金預金が増加したものの、受取手形・完成工事未収入金

等の減少により、前連結会計年度末に比べ92億71百万円減少し、687億55百万円となった。

　

    (負債の部)

当第１四半期連結会計期間末の負債の部は、支払手形・工事未払金等や未払法人税等の減少により、前

連結会計年度末に比べ88億60百万円減少し、393億70百万円となった。

　

    (純資産の部)

当第１四半期連結会計期間末の純資産の部は、その他有価証券評価差額金の減少により、前連結会計年

度末に比べ４億11百万円減少し、293億84百万円となった。
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(3)キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間においては、工事代金の早期回収に努めた結果、売上債権の回収が進み、35

億27百万円の収入（前第１四半期連結会計期間は17億９百万円の支出）となった。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間においては、主として有形固定資産の売却により、73百万円の収入（前第１

四半期連結会計期間は55百万円の支出）となった。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間においては、借入金の返済等により５億36百万円の支出（前第１四半期連

結会計期間は５億37百万円の支出）となった。

　

この結果、現金及び現金同等物の当第１四半期連結会計期間末の残高は126億77百万円となり、前第１

四半期連結会計期間末に比べ31億65百万円の増加となった。

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに発生した課題はない。

　

(5)研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は43百万円である。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　　　

　　　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 73,000,000

計 73,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 35,635,87935,635,879

東京証券取引所
第一部

大阪証券取引所
第一部

単元株式数100株

計 35,635,87935,635,879― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年４月１日～
平成22年６月30日

─ 35,635 ─ 6,440 ─ 6,038

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握していな

い。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができないため、直前の基準日である平成22年３月31日の株主名簿により記載している。

① 【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 40,700
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 35,519,200355,192 ―

単元未満株式 普通株式 75,979 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 35,635,879― ―

総株主の議決権 ― 355,192 ―

(注) １　単元未満株式には、当社所有の自己株式95株が含まれている。

２　上記「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれている。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれている。

　
　

　
② 【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
住友電設株式会社

大阪市西区阿波座
２丁目１番４号

40,700 ― 40,700 0.11

計 ― 40,700 ― 40,700 0.11

　
　

　
２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月

最高(円) 492 478 406

最低(円) 450 375 374

(注)最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結

累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期

間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成

している。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月

１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表については、あずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第

１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平

成22年４月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査

法人による四半期レビューを受けている。

　なお、従来から当社が監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７

月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となっている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 12,766 9,668

受取手形・完成工事未収入金等 26,437 39,520

未成工事支出金等 ※1
 3,113

※1
 2,093

その他 2,721 2,655

貸倒引当金 △48 △78

流動資産合計 44,990 53,859

固定資産

有形固定資産

土地 7,271 7,268

その他 12,020 11,834

減価償却累計額 △7,975 △7,893

その他（純額） 4,044 3,940

有形固定資産合計 11,316 11,209

無形固定資産

のれん 365 357

その他 886 968

無形固定資産合計 1,252 1,326

投資その他の資産

投資有価証券 6,946 7,638

その他 5,068 4,808

貸倒引当金 △818 △816

投資その他の資産合計 11,196 11,631

固定資産合計 23,765 24,167

資産合計 68,755 78,027

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 21,619 28,133

短期借入金 4,810 4,918

未払法人税等 159 1,485

引当金 165 286

その他 5,641 6,432

流動負債合計 32,396 41,256

固定負債

長期借入金 2,848 3,021

退職給付引当金 3,234 3,173

役員退職慰労引当金 412 437

その他 479 342

固定負債合計 6,974 6,975

負債合計 39,370 48,231
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 6,440 6,440

資本剰余金 6,038 6,038

利益剰余金 14,923 14,939

自己株式 △18 △18

株主資本合計 27,383 27,400

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,139 1,537

繰延ヘッジ損益 △1 0

為替換算調整勘定 △200 △267

評価・換算差額等合計 937 1,270

少数株主持分 1,063 1,125

純資産合計 29,384 29,795

負債純資産合計 68,755 78,027
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 26,167 19,805

売上原価 22,887 17,922

売上総利益 3,280 1,882

販売費及び一般管理費

従業員給料手当 667 585

その他 1,155 1,085

販売費及び一般管理費合計 1,823 1,670

営業利益 1,456 211

営業外収益

受取利息 6 2

受取配当金 62 70

不動産賃貸料 29 －

その他 30 108

営業外収益合計 129 181

営業外費用

支払利息 48 31

為替差損 28 －

その他 16 5

営業外費用合計 93 36

経常利益 1,493 356

特別損失

投資有価証券評価損 － 22

特別損失合計 － 22

税金等調整前四半期純利益 1,493 334

法人税、住民税及び事業税 240 72

法人税等調整額 477 117

法人税等合計 718 189

少数株主損益調整前四半期純利益 － 144

少数株主利益又は少数株主損失（△） 51 △51

四半期純利益 723 196

EDINET提出書類

住友電設株式会社(E00114)

四半期報告書

16/27



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,493 334

減価償却費 184 187

のれん償却額 7 12

投資有価証券評価損益（△は益） － 22

貸倒引当金の増減額（△は減少） △11 △27

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △83 △108

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） － △10

退職給付引当金の増減額（△は減少） 61 57

受取利息及び受取配当金 △69 △73

支払利息 48 31

為替差損益（△は益） 29 20

売上債権の増減額（△は増加） 7,280 13,148

たな卸資産の増減額（△は増加） 135 △1,017

仕入債務の増減額（△は減少） △8,027 △6,565

未成工事受入金の増減額（△は減少） 572 351

未払消費税等の増減額（△は減少） △370 △571

その他 △875 △912

小計 376 4,879

利息及び配当金の受取額 68 72

利息の支払額 △43 △25

法人税等の支払額 △2,110 △1,399

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,709 3,527

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △89 △55

有形固定資産の売却による収入 3 129

無形固定資産の取得による支出 △8 △27

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

その他 40 28

投資活動によるキャッシュ・フロー △55 73

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 31 5

長期借入金の返済による支出 △378 △292

配当金の支払額 △177 △213

少数株主への配当金の支払額 △11 △27

その他 △0 △8

財務活動によるキャッシュ・フロー △537 △536

現金及び現金同等物に係る換算差額 115 31

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,186 3,096

現金及び現金同等物の期首残高 11,698 9,581

現金及び現金同等物の四半期末残高 9,512 12,677
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

１　会計処理の原則及び手続の変更

(1)「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に

関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３

月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月

31日）を適用している。

　これによる損益に与える影響はない。

(2)「企業結合に関する会計基準」等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関す

る会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26

日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準

に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　

平成20年12月26日）を適用している。

　

【表示方法の変更】
　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

１　四半期連結損益計算書関係

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準

第22号 平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則

等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 　　

内閣府令第５号）の適用に伴い、当第１四半期連結累

計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の

科目を表示している。

前第１四半期連結累計期間に独立掲記していた営業

外収益の「不動産賃貸料」（当第１四半期連結累計期

間19百万円）は、金額が僅少となったため、当第１四半

期連結累計期間においては、営業外収益の「その他」

に含めて表示している。

前第１四半期連結累計期間に独立掲記していた営業

外費用の「為替差損」（当第１四半期連結累計期間０

百万円）は、金額が僅少となったため、当第１四半期連

結累計期間においては、営業外費用の「その他」に含

めて表示している。

　

【簡便な会計処理】
　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

１　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年

度に係る減価償却費の額を期間按分する方法により、

当第１四半期連結会計期間の減価償却費として計上し

ている。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　該当事項なし。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　未成工事支出金等の内訳　

未成工事支出金 2,778百万円

商品 155

製品 60

原材料 113

仕掛品 5

  ２　保証債務

従業員及び連結子会社以外の会社の銀行借入金等に

ついて、債務保証（債務保証と実質的に同一であると

解釈されるものを含む）を行っている。

従業員住宅借入金　 11百万円

御津風力発電㈱　 18

合計 29

※１　未成工事支出金等の内訳　

未成工事支出金 1,829百万円

商品 105

製品 56

原材料 95

仕掛品 7

  ２　保証債務

従業員及び連結子会社以外の会社の銀行借入金等に

ついて、債務保証（債務保証と実質的に同一であると

解釈されるものを含む）を行っている。

従業員住宅借入金　 32百万円

御津風力発電㈱　 18

合計 50

　

(四半期連結損益計算書関係)

特記事項なし。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 9,512百万円

現金及び現金同等物 9,512

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 12,766百万円

引出制限付預金 △88

現金及び現金同等物 12,677
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　

至　平成22年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 35,635,879

　
　
２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 40,901

　
　
３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項なし。

　

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 213 6 平成22年３月31日 平成22年６月25日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当第１四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当

の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　　該当事項なし。

　
　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)
　

　
設備工事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

24,874 1,292 26,167 ― 26,167

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

8 199 208 △208 ―

計 24,883 1,492 26,375 △208 26,167

営業利益又は営業損失(△) 1,461 △5 1,455 0 1,456

(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

　　 　(1) 事業区分の方法

　　　　　  日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。

　　 　(2) 各区分に属する主要な事業の内容

　　　　　  設備工事業：電気・管工事その他設備工事全般に関する事業

　　　　　  その他事業：空調機器・太陽光発電システム等の販売、機器製作・修理及び給湯器の製造　

　　　　　　　　　　    販売等

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)
　

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

22,752 3,414 26,167 ― 26,167

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

140 5 146 △146 ―

計 22,893 3,420 26,314 △146 26,167

営業利益 1,220 235 1,455 0 1,456

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

      ２　「アジア」に属する主な国又は地域：タイ、インドネシア、中国、フィリピン

　
【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)
　

　
アジア
その他地域

Ⅰ　海外売上高(百万円) 3,618

Ⅱ　連結売上高(百万円) 26,167

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

13.8

(注)　１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　　　２　「アジアその他地域」に属する主な国又は地域：タイ、インドネシア、中国、フィリピン
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【セグメント情報】

(追加情報)

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

20号　平成20年３月21日)を適用している。

　

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、経営会議において、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっ

ているものである。

　当社グループは、社内業績管理単位であるサービス別の事業部門及び子会社を基礎とし、経済的特徴が類

似している事業セグメントを集約した「設備工事業」を報告セグメントとしている。

　「設備工事業」は、電気・管工事その他設備工事全般に関する事業を行っている。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　
報告セグメント その他

合計
調整額 四半期連結損益

計算書計上額
（注）３設備工事業 （注）１ （注）２

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 18,237 1,567 19,805 ─ 19,805

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

2 152 155 △155 ─

計 18,240 1,720 19,960 △155 19,805

セグメント利益 161 48 210 0 211

（注）１　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、空調機器・太陽光発電シ

ステム等の販売、機器製作・修理及び給湯器の製造販売等を含んでいる。

２　セグメント利益の調整額０百万円は、セグメント間取引消去に係るものである。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし。
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(金融商品関係)

　　　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がない。　

　

(有価証券関係)

　　　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がない。　

　

(デリバティブ取引関係)

　　　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がない。

　

(ストック・オプション等関係)

　　　該当事項なし。

　

(企業結合等関係)

　　　該当事項なし。

　

(資産除去債務関係)

該当事項なし。

　

(賃貸等不動産関係)

　　　賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がない。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 795.63円
　

　 　

　 805.47円
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 20.32円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

１株当たり四半期純利益金額 5.53円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―

　

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　　  ２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 723 196

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 723 196

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 35,596 35,594

　
(重要な後発事象)

該当事項なし。

　

　

２ 【その他】

　該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月10日

住友電設株式会社

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    中    尾    正    孝    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    小    堀    孝    一    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    辰    巳    幸    久    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている住友

電設株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、住友電設株式会社及び連結子会社の平成21年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、会社及び連結子会社は、

当第１四半期連結会計期間から「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指

針」を適用している。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月10日

住友電設株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    中    尾    正    孝    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    小    堀    孝    一    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    辰    巳    幸    久    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている住友

電設株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平

成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年

６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、住友電設株式会社及び連結子会社の平成22年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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